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農地表層土壌中の放射性セシウム濃度分布図作成 
のための緊急調査
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シノプス
Contamination with radioactive substances occurred over a wide area centered around 
Fukushima Prefecture after the accident at Tokyo Electric Power Company＇s Fukushima No. 1 
nuclear power plant that occurred on March 11, 2011. The contamination status was claried by 
measuring the concentration of radioactive substances in soil collected from farmland in Miyagi, 
Fukushima, Ibaraki, Tochigi, Gunma and Chiba Prefectures, where it is considered that radioactive 
contamination has occurred; the spatial distribution of such substances was then determined. The 
concentration of radioactive cesium in Agricultural soil was relatively high in Hama-dori and Naka-
dori areas in Fukushima Prefecture. There was a positive correlation between the cesium 
radioactivity in the soil and the air dose rate. The area of agricultural land where the level of cesium 
radioactivity in soil was estimated to exceed 5,000 Bq/kg oven-dried soil was 8.3 km2, it mainly 
(more than 95 %) distributed in evacuation directive zone.
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Ⅰ　はじめに
2011年3月11日に発生した東京電力福島第一原子力
発電所（福島第一原発）の事故に伴い、放射性物質によ
る汚染が福島県を中心に広範囲に発生した。
農地は食料を生産する場であり、放射性物質による汚
染状況を把握することは、安全な農産物の供給に不可欠
であるとともに、農地の除染など今後の営農に向けた取
組を進めるために不可欠である。
このため、放射性物質による高度の汚染が発生したと
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考えられる宮城県、福島県、栃木県、群馬県、茨城県お
よび千葉県の農地において、土壌を採取し放射性物質の
濃度を測定することにより、汚染状況を明らかにし、放
射性セシウム濃度の面的な分布把握を行った。本研究で
は、福島第一原発の事故で飛散し、土壌の主要な放射性
汚染物質となっている 134Csおよび 137Csを測定した。本
報告では 134Csと 137Csを合わせて放射性セシウムと記す。
Ⅱ　調査・研究方法
１．現地調査および土壌試料の採取
調査対象圃場は水田、普通畑および樹園地とし、これ
らの圃場について、圃場の対角線の交点となる中心1点
および中心と圃場の4隅を結ぶ線上の中間点4点の計5
箇所を、土壌採取地点とした（図1）（土壌環境分析法編
集委員会, 1997）。
宮城県においては2011年7月15日～22日に51地点
で、福島県においては2011年5月23日～8月5日に199
地点、茨城県においては2011年7月1日～15日に44地
点、栃木県においては2011年6月20日～24日に35地
点、群馬県においては2011年7月29日に5地点、千葉県
においては2011年7月1日～13日に20地点で調査を
行った。圃場の位置の緯度経度情報はGPSを用いて決定
した。なお、GPSが使えない場合は、地形図、インター
ネット上の地図サービス（国土地理院など）などで緯度
経度を推定した。また、これらの地点に加えて、2011年
4月に各県（宮城県；14地点、福島県；165地点、茨城
県18地点、栃木県13地点、群馬県8地点、千葉県10地
点）で行った県調査の結果についても本報告でまとめ
る。なお、これらの県調査では緯度経度情報を取得しな
かったことから、調査地点の住所に基づいて緯度経度を
推定した。
現地調査ではNaIシンチレーションサーベイメータあ
るいはCsIシンチレーションカウンターなどを用いて、
調査地点の1 mおよび1 cm高さにおける空間線量率を測
定した。この他、地目、作付け作物（試料採取時点およ
びその前作作物）、周辺の遮蔽物の有無、耕起の有無とそ
の時期、マルチの状況、雑草の状況や土壌分類などにつ
いて、現地観察および聞き取りにより記載した。
土壌試料はライナー付き土壌試料採取器（5 cm径）を
用いて30 cm深まで採取した。レキ層、盤層などにより
30 cmまで採取器を挿入できない場合は、採取した深度
までとした。
採取した土壌試料を深さ別（0～15 cm、15～20 cm、
20～25 cm、25～30 cm）の4層に区分した。ただし、
樹園地などで作土層がない場合は、0～5 cm、5～10 cm、
10～15 cm、それ以下の4層に区分した。1地点5箇所の
試料を、水田、畑では0～15 cm、樹園地では0～5 cm、
5～10 cm、10～15 cmまたは0～15 cmの層ごとにそれ
ぞれ混合し重量を測定した後、篩（8 mm）などを用いて
砂礫や粗大有機物などを取り除いて試料を均一にして放
射能濃度測定に供した。また、一部を水分測定に用い
た。ただし、樹園地で0～5 cm、5～10 cm、10～15 cm
に分割した試料については、それぞれを合計して0～15 
cm当たりの放射能濃度として示した。
土壌中の放射性セシウム濃度は「緊急時における食品
の放射能測定マニュアル」（厚生労働省医薬局食品保健部
監視安全課、2002）に従い、農環研、日立協和エンジニ
アリング（株）および（財）九州環境管理協会において
ゲルマニウム半導体検出器を用いて測定した。測定時間
は1,000～10,000秒（バックグランド計数値の分散の10
倍以上）とし、乾土1 kgあたりのBqで表示した。濃度
は試料採取日の濃度に補正するとともに、土壌試料の採
取時期はそれぞれ異なることから、2011年6月14日を
基準日として補正した値も同時に示した。
２．農地表層土壌中の放射性セシウム濃度推定図の作成
実測したデータにより対象地域全域の分布をカバーす
ることは困難なため、図2に示した手順により放射性セ
シウム濃度推定図を作成した。具体的には以下の通りで
ある。
5月以降の調査結果に基づいて、土壌の放射性セシウ
ム濃度と空間線量率との回帰直線を作成した。この際
に、耕起の有無、地目（水田、畑、樹園地）、土壌の種類
について考慮した。
空間的分布に関するデータのうち、土壌の種類、地目
については農環研が2009年に作成した農耕地のデジタ
図1　 試料採取位置の見取り図 
○：採取位置
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ル土壌図を利用した（図3a）。また、空間線量率の分布
は文部科学省原子力災害対策支援本部より提供を受けた
航空機モニタリングデータ（図3b；基準日2011年9月
18日）を用いた。耕起の有無に関する分布情報がなかっ
たため、旧警戒区域、旧計画的避難区域、旧緊急時避難
準備区域を「耕起なし」、それ以外の地域を「耕起あり」
とした。なお、旧警戒区域、旧計画的避難区域および旧
緊急時避難準備区域を一括して旧規制区域とする。
空間線量率図（図3b）と表2で示した回帰式を用いて、
農地グループ別の土壌中の放射性セシウム濃度図を作成
した。次いで、農耕地土壌図を用いて農地ポリゴン（同
じ属性を区画した多角形の領域）ごとに農地グループ分
けを行い、対応する農地グループの土壌中の放射性セシ
ウム濃度図からポリゴンを抽出した。最後に、これらの
ポリゴンを重ね合わせることにより、農地表層土壌中の
放射性セシウム濃度図を作成した。
空間分布の解析などにはGISソフトウェアArcView Ver 
10（Esri社）および拡張機能であるSpatial Analyst （ESRI
社）を使用した。
Ⅲ　結果および考察
１．調査地域の土壌の分布状況
図3aに調査地全域の農耕地土壌図を示した。農環研が
作成したデジタル土壌図にはポリゴンごとに土壌分類、
地目といった属性情報が付与されている。平成22年度の
耕地面積の統計値から、調査地の田および畑（普通畑お
よび樹園地）の面積はそれぞれ518,000ヘクタールおよ
び233,000ヘクタールである。田に最も広く分布する土
壌群はグライ土（35％）であり、次いで灰色低地土
（31％）、多湿黒ボク土（17％）、黒泥土（4％）、褐色低
地土（4％）の順である。他方、畑に最も広く分布する土
壌群は黒ボク土（57％）であり、次いで褐色低地土
（10％）、褐色森林土（10％）、灰色低地土（7％）、グラ
イ土（6％）の順である。
２．農地表層土壌中の放射性セシウム濃度の分布状況
宮城県（65地点）、福島県（364地点）、茨城県（62地
点）、栃木県（48地点）、群馬県（13地点）および千葉県
（30地点）の農地表層土壌中の放射性セシウム濃度の最
小値と最大値を表1に示した。
土壌調査
　・位置情報
　・空間線量率
　・放射性セシウム濃度
空間線量率分布図
（航空機モニタリングデータ） 農耕地土壌図
空間線量率と放射性セシウム
濃度との関係（回帰式）
　・耕起の有無
　・土地利用
　・土壌の種類
土壌種類・土地利用別ポリゴンの作成
　・土地利用（水田・畑、樹園地）
　・耕起の有無
　・土壌の種類
　 （黒ボク土壌群、非黒ボク土壌群）
土壌中の放射性セシウム濃度図
（農地グループ毎の回帰式の適用）
農地グループ別ポリゴン抽出
農地における放射性セシウム濃度推定図
重ね合わた
図2　 農地における放射性セシウム濃度推定図作成手順 
耕起の有無：警戒区域、計画的避難区域を耕起なし、その他の地域を耕起ありとした。
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表1　県別の調査地点数と放射性セシウム濃度の最小値、最大値
県名
地点数
放射性セシウム濃度（Bq/kg）
水田 水田以外
合計 水田 普通畑 樹園地 最小値 最大値 最小値 最大値
宮城県 65 14 49 2 96 670 24 2,200
福島県 364 183 157 24 ND 30,200 ND 24,900
茨城県 62 15 42 5 89 480 ND 650
栃木県 48 26 22 0 47 4,090 ND 1,860
群馬県 13 1 11 1 140 55 690
千葉県 30 4 26 0 34 240 19 800
合計 582 234 307 32
表2　1 m高さの空間線量率と土壌中の放射性セシウムの濃度との間の回帰式
サンプル数 回帰式 R2
全サンプル 325 Y＝(3.86x10－4)X 0.84
未耕起_黒ボク土グループ 25 Y＝(3.25x10－4)X 0.97
耕起_黒ボク土グループ 69 Y＝(2.92x10－4)X 0.89
未耕起_非黒ボク土グループ 79 Y＝(5.87x10－4)X 0.91
耕起_非黒ボク土グループ 112 Y＝(3.08x10－4)X 0.92
樹園地 26 Y＝(6.84x10－4)X 0.92
砂丘未熟土
黒ボク土
多湿黒ボク土
黒ボクグライ土
褐色森林土
灰色台地土
グライ台地土
赤色土
2.5 ＜
2.0 － 2.5
1.5 － 2.0
1.0 － 1.5
0.75 － 1.0
0.5 － 0.75
0.25 － 0.5
0 － 0.25
黄色土
暗赤色土
褐色低地土
灰色低地土
グライ土
黒泥土
泥炭土
1m高さの空間線量率
（μSv/h）
a） b）
図3　 農地土壌図（a）および文部科学省が行った航空機サーベイによる1 m高さでの空間線量図 
（b；基準日2011年9月18日）
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宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県および千葉
県の農地表層土壌中の放射性セシウム濃度はそれぞれ
24～2,210 Bq/kg、検出限界以下の値から30,200 Bq/
kg、検出限界以下の値から650 Bq/kg、検出限界以下の
値から4,090 Bq/kg、55～690 Bq/kg、19～800 Bq/kg
の範囲であった。また、検出限界値以上であったサンプ
ルの平均値はそれぞれ312 Bq/kg、2,710 Bq/kg、238 
Bq/kg、516 Bq/kg、217 Bq/kgであった。なお、農業環
境技術研究所が公開している主要穀類および農耕地土壌
の90Srと137Cs分析データ一般公開システム（https://
vgai.dc.affrc.go.jp/vgai-agrip）によると、事故以前（2010
年）の全国の水田作土および畑作土の 137Csの平均値はそ
れぞれ5.9Bq/kgおよび6.4Bq/kgである。
調査対象全域の農地表層土壌中の放射性セシウム濃度
の実測値の空間的な分布状況を図5に示した。
農地表層土壌中の放射性セシウム濃度の実測値は福島
25000 ＜
10000 － 25000
5000 － 10000
1000 － 5000
0 － 1000
農地
調査地点における農地土壌中の
放射性セシウムの濃度（Bq/kg）
図5　農地土壌中の放射性セシウム濃度（基準日2011年6月14日）分布図
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県浜通り地方や中通り地方で高く、その空間的な分布状
況は文部科学省が農地および非農地で行っている空間線
量率の地上モニタリングの結果や航空機サーベイの結果
と類似の傾向が認められた。
福島第一原発から北西方向の旧警戒区域、旧計画的避
難区域に10,000Bq/kgを超える高い放射性セシウム濃度
を示す場所が認められる。特に福島第一原発から飯舘村
に至るラインで顕著である。旧警戒区域、旧計画的避難
区域およびこれ以外の地域については以下のように要約
できる。福島県中通り地方北部ではこのラインの延長方
向で高い値が認められた。また、このライン西側でも
1,000～5,000Bq/kgの地点が多く分布している。地点数
は減少するものの中通り地方南部から栃木県北部にかけ
ても1,000～5,000Bq/kgの地点が分布している。一方、
福 島 県 境 に 近 い 宮 城 県 南 部 で は 数 地 点 で1,000～
5,000Bq/kgの地点が認められた。福島県西部の会津地域
で は 全 般 的 に1,000Bq/kg 以 下 で あ っ た が、1,000～
5,000Bq/kgの地点が数地点で認められた。宮城県中部～
北部、茨城県、栃木県南部、群馬県および千葉県におい
ては大部分が1,000Bq/kg以下であった。
３．農地表層土壌中の放射性セシウム濃度と空間線量率
との関係
土壌中の放射性セシウム濃度と農地表層土壌調査の際
に測定した1ｍ高さでの空間線量率との関係を図4に示
した。
土壌中の放射性セシウム濃度（検出限界値以上）と空
間線量率は正の相関関係（R2 ＝0.84、サンプル数325）が
認められ、土壌中の放射性セシウム濃度が増加すると空
間線量率が増加することが明らかとなった。この関係性
を詳細に検討した結果、福島第一原発事故以降に農地を
耕起した地点と未耕起であった地点とを比較した際に、
同等の土壌中の放射性セシウム濃度であっても、空間線
量率は耕起した地点の方が未耕起であった地点よりも低
くなった。本結果は、未耕起土壌の方が耕起土壌と比較
して最表層部に放射性セシウムが多く分布している（放
射性セシウムの深度分布の違い）ことにより、空間線量
率と土壌中濃度との関係性が異なったためと考えられる
（Alexakhin, 1993, Vovk et al., 1993, EURANOS, 2010）。ま
た、火山灰が母材である黒ボク土壌群グループ（黒ボク
土、多湿黒ボク土、黒ボクグライ土）の仮比重（容積重）
は他の土壌群グループ（岩屑土、砂丘未熟土、褐色森林
土、灰色台地土、グライ台地土、赤色土、黄色土、暗赤
色土、褐色低地土、灰色低地土、グライ土、黒泥土、泥
炭土）に比べて小さいことが一般的に知られている
(Nanzyo, 1993)。その仮比重の違いによる影響などを受
けて、同等の土壌中の放射性セシウム濃度であっても空
間線量率は黒ボク土壌群グループの方が非黒ボク土壌群
グループに比べて高かったと考えられる。さらに、樹園
地では他の地目に比べて同等の土壌中のセシウム濃度で
あっても空間線量率は高い傾向である。樹園地では樹木
の樹冠などに付着している放射性セシウムの影響が無視
できないことが示唆された。
耕起・未耕起、土壌の種類および地目をもとに、サン
プルを次の5つの農地グループに分類した。(1)未耕起_
黒ボク土壌群グループ、（2）耕起_黒ボク土壌群グルー
プ、（3）未耕起_非黒ボク土壌群グループ、（4）耕起_非
黒ボク土壌群グループ、（5）樹園地。5つの農地グルー
プ毎に土壌中の放射性セシウム濃度を独立変数として、
空間線量率を従属変数として回帰分析を行った結果を表
2に示した。回帰直線の傾きは、樹園地＞未耕起_非黒ボ
ク土壌群グループ＞耕起_非黒ボク土壌群グループ＞未
耕起_黒ボク土壌群グループ＞耕起_黒ボク土壌群グルー
プの順であった。なお、各回帰式の決定係数（R2）は0.89
～0.97の範囲であり、グループ分けを行うことで土壌中
の放射性セシウム濃度と空間線量率との関係性をより明
確に表すことが可能となった。
４．農地表層土壌中の放射性セシウム濃度推定図
農地表層土壌中の放射性セシウム濃度推定図の作成に
おいて、対象地域の農地を耕起している農地と未耕起で
ある農地に分ける必要がある。旧警戒区域、旧計画的避
難区域および旧緊急時避難準備区域に位置する農地につ
いては、福島第一原発事故以降の作付けが制限されてい
たため未耕起であると判断した。その他の地域に分布す
る水田および普通畑については全て耕起をしているもの
と仮定した。
調査地全域の農地表層土壌中の放射性セシウム濃度推
定図を図6に示した。
図6から、福島県では福島第一原発が立地する浜通り
で農地表層土壌中の放射性セシウム濃度は最も高く、次
いで中通りおよび会津地方の順であった。とくに旧警戒
区域および旧計画的避難区域において農地表層土壌中の
放射性セシウム濃度は高かった。なお、コメの作付け基
準（平成23年度）である土壌中の放射性セシウム濃度が
5,000 Bq/kgを超えると推定される農地は83 km2 となり
（表3）、その95％以上は警戒区域および計画的避難区域
の両区域に集中していた。中通り地方では、土壌中の放
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図4　 農地土壌中の放射性セシウム濃度と1 m高さの空間線量率との関係； 
（a）全サンプル（b）耕起_黒ボク土壌群、（c）耕起_非黒ボク土壌群、（d）未耕起_黒ボク土壌群、
（e）未耕起_非黒ボク土壌、（f）樹園地用
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表3　農地土壌中の放射性セシウム濃度レンジ別の分布面積
放射性セシウム濃度
（Bq/kg）
水田
［km2］
畑
［km2］
0－1,000 599.4 220.2
1,000－5,000 391.6 146.6
5,000－10,000 19.58 7.96
10,000－25,000 25.75 7.51
＞25,000 16.46 5.81
25000 ＜
10000 － 25000
5000 － 10000
1000 － 50000
0 － 1000
農地土壌中の
放射性セシウムの濃度（Bq/kg）
推定値 実測値
図6　農地土壌中の放射性セシウム濃度（基準日：2011年6月14日）
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射性セシウム濃度が北東から南西方向に帯状に高い傾向
が認められ、その濃度範囲が1,000～5,000 Bq/kgである
と推定される農地が多かった。福島県中通り地方で認め
られた帯状の汚染域は宮城県南東部から栃木県の中部に
まで達していた。また、群馬県の中山間地域および茨城
県霞ケ浦周辺で農地表層土壌中の放射性セシウム濃度は
高い傾向を示した。福島県会津地方に分布する農地の大
部分については、放射性セシウム濃度は1,000 Bq/kg以
下であると推定された。
５．残された問題点
作成した放射性セシウム濃度推定図は概ね妥当と考え
られるが、推定値の空間的解像度は航空機モニタリング
調査の空間解像度(300～600 m)により制限される。こ
のため、小面積で分布する地域（ホットスポットなど）
を表現することは困難である。このような地域において
は詳細な空間線量率調査を実施するなど、空間解像度の
向上を図る必要がある。
６．摘要
2011年3月11日に発生した東京電力福島第一原子力
発電所（福島第一原発）の事故に伴い、放射性物質によ
る高度の汚染が発生したと考えられる宮城県、福島県、
栃木県、群馬県、茨城県および千葉県の農地において、
土壌を採取し放射性物質の濃度を測定することにより、
汚染状況を明らかにした。土壌中の放射性セシウム濃度
と1 m高さの空間線量率には正の相関関係（R2 ＝0.84、
サンプル数325）が認められ、土壌中の放射性セシウム
濃度が増加すると空間線量率が増加することが明らかと
なった。この関係性は、福島第一原発事故以降の耕起の
有無、土壌の種類、地目の違いにより影響を受けること
が明らかとなり、5つにグループ分けを行ったうえで、
土壌中の放射性セシウム濃度を独立変数として、空間線
量率を従属変数として回帰分析を行った。これら5つの
回帰式および文部科学省が行った航空機サーベイによる
空間線量率マップを用いて農地表層土壌中の放射性セシ
ウム濃度推定図を作成した。コメの作付け基準である土
壌中の放射性セシウム濃度が5,000 Bq/kgを超えると推
定される農地は83 km2 となり、その95％以上は警戒区
域および計画的避難区域の両区域に集中していた。
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